
－  農業 との融合による産業団地の形成  －  

アグ リ サ イエンスバレー構想  

平成30年5月 

圏央道常総インターチェンジ周辺地域整備事業 

令和２年７月 



- 1 - 

   常総インターチェンジ周辺地区の位置 

B 
A C 

D 
東京駅まで約60分（約50㎞） 

成田空港まで約60分（約65㎞） 

羽田空港まで約60分（約60㎞） 

茨城空港まで約60分（約60㎞） 

自 動 車 で の 所 要 時 間 

駅 

交 通 ア ク セ ス 

常磐自動車道谷和原ICまで約20分（約13㎞） 

秋葉原駅まで最短46分（関東鉄道常総線：水海道駅⇒TX：守谷駅⇒秋葉原駅） 

常 総 市 圏 央 道 常 総 Ｉ Ｃ 周 辺 地 域 整 備 事 業  
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＜都市エリア＞
約31ha（公共施設等約7ha含む）・市街化区域

＜農地エリア＞
約14ha・市街化調整区域

観光農園ゾーン
（約4ha）

大規模施設園芸
ゾーン

（約10ha）

圏央道
常総IC

企業立地ゾーン
（約19ha）

都市公園
（約1ha）下妻方面

守谷方面

集客ゾーン
（約4ha）

道の駅
（公共施設・約2ha）

集客施設
（民間施設・約2ha）

○農地エリア（第1次産業） 

  生産を担うエリアとして、土地改良事業等により農地の集約・大区画化を図り、現在の水田

から大規模施設園芸施設や観光農園等への転換を図る。 
 
○都市エリア（第2・3次産業） 

  農地エリアを含む市内外の農業生産物の加工・流通を行う物流・産業系企業の立地を図る

とともに、販売を担う道の駅・直販所等を整備し、農産物の販路確保や集客を図る。 
 

・地域農産物の新たな販路の開拓 

・多様性のある地域雇用の創出 

・新規就農者の確保（将来的には定住人口へ結びつける） 

・農業従事者の所得増大 

・観光客の増加（経済活性化へ結びつける） 

・企業誘致による税収アップ 

効 果 
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常 総 市 圏 央 道 常 総 Ｉ Ｃ 周 辺 地 域 整 備 事 業     事業概要 

本市の基幹産業である農業を活性化するためのまちづくりを目指す。 

  

【事業概要一覧】 

事業概要 

常総IC周辺約45haに農業生産エリア（農地エリア）と産業団
地エリア（都市エリア）を集積し、生産（1次産業）、加工（2次
産業）、流通・販売（3次産業）が一体となった地域農業の核
（6次産業）となる産業団地を形成し、常総市の基幹産業であ
る農業を活かしたまちづくりを目指す 

整備地区 
圏央道常総ＩＣ周辺（国道294号沿い） 
常総市三坂町と三坂新田町周辺エリアの約45ha 

整備方針 

【農地エリア 14ha】（市街化調整区域） 
水田から畑地への転換および農地の集約・大区画化を行い、
収益性の高い作物による大規模施設園芸や観光農園の展
開を図る。 
【都市エリア 31ha】（市街化区域） 
農業生産物の加工・流通を行う産業・物流系の企業誘致を図
る。併せて販売を受け持つ道の駅を整備し、農地エリア及び
市内の農業生産物の販路の確保と集客を図る。 

取り組み 
体制 

官民連携事業（PPP事業）として、市・事業者の戸田建設株式
会社・地権者協議会の3者が協力して推進する。 

期待される 
効果 

・地域農産物の新たな販路の開拓 
・多様性のある地域雇用の創出 
・魅力ある農業による新規就農者の増加  
   ⇒ 将来的な定住人口の増加 
・農業従事者所得の増大 
・観光客の増加 → 市内の経済活化 
・企業誘致による税収アップ 

  食と農の融合による産業団地の形成  

  ア グ リ サ イ エ ン ス バ レ ー 構 想  

基本構想 

► 高生産性の農業エリアと加工・流通・販売が連動する産業団地エリアを集積 
 ► 生産・加工・流通・販売が一体となった地域農業の核となる産業団地を形成 

 



事業のながれ 
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常 総 市 圏 央 道 常 総 Ｉ Ｃ 周 辺 地 域 整 備 事 業  

○アグリサイエンスバレー構想の実現のために 

  生産・加工・流通・販売が一体となった地域農業の核となる産業団地の集積により、効率的なバリューチェーンを構築し、市場ニーズに適した 

   付加価値向上を目指す。 
   農業分野がかかえる需要の多様化や消費拡大、生産コスト低減などの様々な課題解決には、各事業分野における向上で完結するのではな 
  く、その価値を高めながら消費者の手元に届くまでを意識し、時代への適応力の高い事業としていくことが必要です。 

生産 

 
加工 流通 販売 

・安定した収入の確保 
 

・農産物の品質及び価値を高め 
   るための生産方式の改善 
 

・加工特性のある農産物への 
   転換 

・加工技術の向上による食品の 
  高付加価値化 
 

・農産物の安定供給 

・高アクセス性を生かした物流 
  の効率化及び鮮度保持輸送 
 

・高度な保存・仕分による 
  多品種少量販売への対応 

・道の駅等を活用した新たな販売
の手法及びルート の確立 
 

・企業の販売ノウハウを 

  生かした常総ブランドの確立 

都 市 エ リ ア 農 地 エ リ ア 

支 援 

常総市 
（農家と進出企業等を結びつける体制づくりなど） 

  ＊バリューチェーン：事業分野ごとの強みを生かし連携することによって、相乗効果によって各事業分野だけでなく全体の価値を大きく高めること。 



   道の駅整備の目的と基本コンセプト 常 総 市 圏 央 道 常 総 Ｉ Ｃ 周 辺 地 域 整 備 事 業  

【道の駅を中心とする農業を活かしたまちづくり】 

   ① 長期的な地域活性化を目指す ⇒公共施設として長期的なまちづくりに寄与 

   ② 戦略的中核拠点 ⇒農産物や地域資源（特産品や観光資源等）を活かした新たな価値を創造 

   ③ 「道の駅」×「農業」 ⇒常総市と農業は親和性が高く、市の強みを活かせるチャンス 

   ④ まちの「顔」 ⇒年間数十万人が訪れる地域の集客施設であり、交流拠点や情報発信基地として最適 

【道の駅による地方創生拠点の形成】 【基本コンセプト】 

〇道の駅整備の目的 
 当市の道の駅は、「農業を活かした新たなまちづくりの拠点施設」として地域全体で農業の６次産業化に向けた取り組みを中心に、地域企業
や公共施設との連携、市内地域資源（特産品や観光資源等）が相互に繋がるネットワークを形成し、地方創生に向けた拠点づくりを目指します。 
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常総市の強みを活かした賑わいの場づくり
～農業を活かしたまちづくり、アグリサイエンスバレー構想の実現に向けて～

整備方針１

アグリサイエンスバレー
構想における農業生産物
及び加工品の販売拠点

防災機能を持つ道の駅

地域振興機能

新たな産業拠点の
場づくり

休憩・地域振興機能

交流拠点づくり

情報発信機能

魅力・情報発信

防災機能

防災機能の整備

情報発信と交流人口拡大
に向けた拠点づくり

整備方針２ 整備方針３



スケジュール（案） 

  
平成２８年度 
（２０１６年度） 

平成２９年度 
（２０１７年度） 

平成３０年度 
（２０１８年度） 

令和元年度 
（２０１９年度） 

令和２年度 
（２０２０年度） 

令和３年度 
（２０２１年度） 

令和４年度 
（２０２２年度） 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

                  

          

          

          

          

          

          

          

          

          

                  

 

都 

市 

エ 

リ 

ア 

農 

地 

エ 

リ 

ア 

土地改良
事業開始 

都市計画 
決定告示 

手続き 
開始 

建築工事着手 

事業計画策定 
準備開始 

認可準備 
開始 

造成工事着手 

組合解散 

組合設立認可申請 

認可取得 

道の駅基本構想 
  ・計画検討書策定 

道の駅整備推進室設置 

施設計画策定 
（基本/実施設計） 

建築工事着手 

開業  

土地改良
事  業 

都市計画 
手 続 き 

土地区画 
整理事業 

道の駅 道の駅基本計画策定 

常 総 市 圏 央 道 常 総 Ｉ Ｃ 周 辺 地 域 整 備 事 業  
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管理運営 
計画 策定 

 

指定管理 
予定者の 

選定 

担い手候補者
の決定 

農地賃貸借/営農 

農地賃貸借の開始 
（農地中間管理事業を活用） 



土地利用計画図（案） 
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常 総 市 圏 央 道 常 総 Ｉ Ｃ 周 辺 地 域 整 備 事 業  



【問合せ先】 
常総市アグリサイエンスバレー推進チーム 
 

🏣303-8501 

茨城県常総市水海道諏訪町3222番地3 
☎0297-23-2111（代表） 


